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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期
第１四半期
連結累計期間

第20期
第１四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 8,458,324 5,806,152 52,804,164

経常利益又は経常損失（△） （千円） △544,597 △1,176,939 1,410,712

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △362,723 △811,913 729,747

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △362,085 △811,779 741,922

純資産額 （千円） 14,526,180 14,629,160 15,630,239

総資産額 （千円） 42,247,123 48,701,272 41,914,202

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △28.74 △64.34 57.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.4 30.0 37.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に

帰属する当期純利益」としております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第19期は潜在株式が存在しないため、第

19期第１四半期連結累計期間及び第20期第１四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀による経済対策や金融政策の効果から、企業収益

や雇用の改善など緩やかな回復基調で推移しました。

住宅業界においては景気回復に加えて、住宅取得資金贈与の非課税枠拡大や省エネ住宅ポイント制度の導入等、

住宅取得支援策の効果により戸建住宅市場は回復傾向に転じ、平成27年１月の相続税改正以後資産活用の関心が高

まる中、賃貸住宅や介護福祉施設にも堅調な需要がみられました。

このような中、当社は前期に「創造的なビジネスモデルの構築」として業務提携を行なった、日立コンシュー

マ・マーケティング株式会社（株式会社日立製作所100%子会社）、SUUMOカウンター（株式会社リクルート住まい

カンパニーが運営）をはじめとする各社との関係を強固なものとするため、各地で様々な共同の取り組みを行な

い、見込顧客の獲得に取り組んでまいりました。

また当社グループ力を活かした大規模・複合開発の街づくりとして「サンフォーリーフタウン」ブランドのもと

開発をすすめた「サンフォーリーフタウン宝塚（兵庫県宝塚市）」「サンフォーリーフタウン桜ノ宮（大阪市都島

区）」の販売を開始するとともに、新たな開発にも積極的に取り組んでまいりました。

さらに子育て支援分野では当社100%子会社サンヨーホームズコミュニティ株式会社が運営する「大日サンフレン

ズ保育園」が小規模保育事業として認定されるなど、着実に実績と経験を重ね、更なる拡大への準備を整えており

ます。

当第１四半期の受注状況につきましては、受注高15,795百万円（前年同期比59.7％増）、受注残高28,799百万円

（前年同期比23.8％増）となりました。

一方、マンション事業においては新規竣工物件が当四半期には無かったため、また住宅事業・マンション事業と

もに期首受注残高が前年同期と比較し減少となった事等により、売上高は前年同期と比較し減少となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績については、売上高は5,806百万円（前年同期比31.4％減）、

営業損失は1,164百万円（前年同期比654百万円の悪化）、経常損失は1,176百万円（前年同期比632百万円の悪化）

となり、親会社株主に帰属する四半期純損失については811百万円（前年同期比449百万円の悪化）となりました。

 

（セグメント別の概況）

①住宅事業

　当第１四半期連結累計期間の戸建住宅におきましては平成27年４月、２世帯住宅「ライフスタイルクラシテ・育

み（はぐくみ）」、子育て世帯向住宅「ライフスタイルクラシテ・ＨＵＧ（ハグ）」の２商品を同時に発売しまし

た。女性の社会進出を促す政策による共働き世帯の増加に加え、築後30年以上を経過し建替え期を迎えた住まいを

所有する親世帯の増加により、建替え・２世帯・子育て支援というニーズが高まり、このニーズに対応した提案で

見込顧客の獲得を図りました。

　賃貸福祉住宅におきましては、相続税の改正にともない関心が高まる資産活用ニーズに対し、土地オーナー様向

け友の会「土地活用倶楽部」を全国で組織化し、さらに当社のネットワークを活かした土地オーナーと事業者の

マッチングを推進することで、受注促進を図ってまいりました。

　住宅リフォーム・既存住宅流通におきましては、中古住宅の診断義務化が政府内で議論される中、当社独自の建

物診断サービス「住まいのドック」からリフォーム、アフターサービスや既存住宅流通までをワンストップで「サ

ン住まいリング」として提案し、リフォームや既存住宅流通での受注促進を図ってまいりました。

住宅事業の当第１四半期の受注状況につきましては、受注高5,954百万円（前年同期比16.8％増）、受注残高

12,890百万円（前年同期比15.4％増）となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の住宅事業の経営成績につきましては、売上高3,975百万円（前年同期比

26.2％減）、営業損失574百万円（前年同期比259百万円の悪化）となりました。

 

②マンション事業
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　当第１四半期連結累計期間のマンション事業におきましては、「ザ・サンメゾン文京本郷エルド（東京都文京

区・61戸・平成27年8月竣工予定）」を竣工前完売いたしました。

　また大型複合開発として取り組む「サンフォーリーフタウン桜ノ宮（大阪市都島区・ファミリー向け183戸、シ

ニア向け104戸）」や「サンフォーリーフタウン宝塚（兵庫県宝塚市・マンション188戸、戸建57戸、商業施設）」

の販売も進めてまいりました。

　マンション事業の当第１四半期の受注状況につきましては、受注高9,692百万円（前年同期比105.5％増）、受注

残高15,908百万円（前年同期比31.5％増）となりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間のマンション事業の経営成績につきましては、売上高1,682百万円（前年

同期比43.9％減）、営業損失342百万円（前年同期は営業利益64百万円）となりました。

 

③その他

住宅販売に付帯する生活支援サービス等が中心となっているその他の売上高は148百万円（前年同期比94.8％

増）、営業損失15百万円（前年同期比12百万円の悪化）となりました。

 

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結累計期間末の総資産額は、48,701百万円となり、前連結会計年度末と比較し6,787百万円の増

加となりました。主な要因は、不動産事業支出金7,070百万円、短期繰延税金資産379百万円、受取手形・完成工事

未収入金等222百万円の増加、販売用不動産1,155百万円の減少等によるものです。

負債総額は34,072百万円となり、前連結会計年度末と比較し7,788百万円の増加となりました。主な要因は、長

短借入金合計10,700百万円、前受金766百万円の増加、支払手形・工事未払金等2,939百万円、未払法人税等298百

万円の減少等によるものです。

純資産総額は、14,629百万円となり、前連結会計年度末と比較し1,001百万円の減少となりました。要因は、親

会社株主に帰属する四半期純損失811百万円、配当金支払189百万円等によるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変化はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は33百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変化はありません。

 

 　 (5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

引き続き市場は緩やかな回復基調が続くとみられますが、一方で高齢化・人口減少を要因とする世帯数・世帯

構成の変化、さらに政府のストック重視の住宅政策転換による既存（中古）住宅の流通促進により、住まいのニー

ズはますます多様化することが予想されます。そしてこの多彩なニーズに対し、いかにワンストップで最適な提案

ができるかが、今後住宅供給者に求められるサービスといえます。

当社はこのような中、コーポレートスローガン「For the best life」の下、戸建・マンション・リフォーム・

賃貸福祉をはじめ、既存住宅流通、子育て支援、高齢者向けサービスまで幅広く事業展開を行なう「総合“住生

活”提案企業」としての企業特長を活かした「Best Life コンシェルジュ」営業により、お客さまのいかなる要望

に対しても「オンリーワンの暮らし」をご提案いたします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,620,000 12,620,000
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 12,620,000 12,620,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 12,620,000 － 5,945,162 － 2,945,162

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　－ － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　12,618,300 126,183 －

単元未満株式 1,700 － －

発行済株式総数 12,620,000 － －

総株主の議決権 － 126,183 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,899,298 7,905,005

受取手形・完成工事未収入金等 1,180,461 1,403,190

販売用不動産 11,587,841 10,432,032

未成工事支出金 99,489 115,031

不動産事業支出金 16,932,937 24,003,031

その他のたな卸資産 248,928 245,529

前払費用 505,658 627,508

繰延税金資産 285,589 664,601

その他 251,660 421,238

貸倒引当金 △11,320 △8,383

流動資産合計 38,980,544 45,808,785

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 748,959 728,166

土地 189,102 189,102

その他（純額） 75,961 72,824

有形固定資産合計 1,014,022 990,093

無形固定資産   

ソフトウエア 22,876 20,018

その他 3,932 3,932

無形固定資産合計 26,809 23,951

投資その他の資産   

投資有価証券 496,556 497,689

繰延税金資産 527,445 516,346

その他 885,637 887,918

貸倒引当金 △16,813 △23,513

投資その他の資産合計 1,892,825 1,878,441

固定資産合計 2,933,657 2,892,486

資産合計 41,914,202 48,701,272
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,122,456 4,183,305

短期借入金 3,250,000 11,550,000

1年内返済予定の長期借入金 2,482,000 3,627,000

未払費用 760,174 493,451

未払法人税等 314,538 15,948

未成工事受入金 740,133 813,626

前受金 720,519 1,486,655

賞与引当金 328,386 174,757

完成工事補償引当金 145,319 126,900

その他 757,630 656,796

流動負債合計 16,621,159 23,128,441

固定負債   

長期借入金 7,885,000 9,140,000

役員退職慰労引当金 163,434 171,292

退職給付に係る負債 1,392,785 1,394,334

その他 221,583 238,044

固定負債合計 9,662,803 10,943,671

負債合計 26,283,962 34,072,112

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,945,162 5,945,162

資本剰余金 3,611,796 3,611,796

利益剰余金 6,073,655 5,072,441

株主資本合計 15,630,614 14,629,400

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 △374 △240

その他の包括利益累計額合計 △374 △240

純資産合計 15,630,239 14,629,160

負債純資産合計 41,914,202 48,701,272
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 8,458,324 5,806,152

売上原価 6,754,841 4,769,997

売上総利益 1,703,483 1,036,155

販売費及び一般管理費 2,213,984 2,200,868

営業損失（△） △510,500 △1,164,713

営業外収益   

受取利息 4,698 3,706

受取賃貸料 8,976 9,501

その他 18,951 6,676

営業外収益合計 32,625 19,884

営業外費用   

支払利息 38,072 30,247

その他 28,649 1,863

営業外費用合計 66,722 32,110

経常損失（△） △544,597 △1,176,939

税金等調整前四半期純損失（△） △544,597 △1,176,939

法人税、住民税及び事業税 9,243 2,951

法人税等調整額 △191,117 △367,977

法人税等合計 △181,873 △365,025

四半期純損失（△） △362,723 △811,913

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △362,723 △811,913

 

EDINET提出書類

サンヨーホームズ株式会社(E27273)

四半期報告書

11/18



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △362,723 △811,913

その他の包括利益   

退職給付に係る調整額 637 133

その他の包括利益合計 637 133

四半期包括利益 △362,085 △811,779

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △362,085 △811,779

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

　住宅ローン及びつなぎローン利用による当社住宅購入者のために当社が金融機関に対して保証している金額は

次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（平成27年６月30日）

顧客（住宅資金借入債務） 3,364,190千円 1,058,355千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 32,373千円 30,045千円
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（株主資本等関係）

　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．配当金支払額
 

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 189,300 15  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．配当金支払額
 

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 189,300 15  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 住宅事業
マンション
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 5,384,437 2,997,546 8,381,983 76,340 8,458,324 － 8,458,324

セグメント間の内部売上

高又は振替高
776 824 1,600 － 1,600 △1,600 －

計 5,385,214 2,998,370 8,383,584 76,340 8,459,925 △1,600 8,458,324

セグメント利益又は損失

（△）
△315,064 64,526 △250,538 △3,381 △253,919 △256,581 △510,500

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生活支援サービス等でありま

す。

　　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△256,581千円の内容は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あります。全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 住宅事業
マンション
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 3,975,296 1,682,113 5,657,410 148,742 5,806,152 － 5,806,152

セグメント間の内部売上

高又は振替高
4,504 1,106 5,610 15,618 21,229 △21,229 －

計 3,979,801 1,683,220 5,663,021 164,361 5,827,382 △21,229 5,806,152

セグメント損失（△） △574,430 △342,292 △916,723 △15,980 △932,704 △232,009 △1,164,713

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、生活支援サービス等でありま

す。

　　　　２．セグメント損失の調整額△232,009千円の内容は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　　３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 28円74銭 64円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千円） 362,723 811,913

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（千円）
362,723 811,913

普通株式の期中平均株式数（株） 12,620,000 12,620,000

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成27年８月６日

サンヨーホームズ株式会社   

取　締　役　会　　 御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 木村　文彦　　印  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 池田　賢重　　印  

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンヨーホーム

ズ株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日

から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンヨーホームズ株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の
財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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